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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、最近の日本企業における若年社員の早期離職の増加問題について、離職と密接に関
係する組織コミットメントの変化を定量的に調査し統計的に分析することによって、その増加要因を明
らかにしたものである。論文全体の構成は、先行研究のレビューと実証研究の二部構成になってい
る。 
第Ⅰ部では、若年者の早期離職、そして離職と組織コミットメントとの関係に関する丹念な先行研究
のレビューによって、これまでの研究が社会的な環境変化と若年者の意識の変化に集約されることを
踏まえて、本研究の方向性が述べられている。 
第Ⅱ部では、日本的雇用システムと若年者のキャリア意識の変容に関する先行研究を踏まえて、早
期離職に直結する組織コミットメントの変化に関する仮説が設定され、日本的雇用システムおよび若
年者のキャリア意識と組織コミットメントとの関係について、独自の定量調査に基づく多変量統計解析
によって検証されている。 
その結果、長期雇用慣行と年功賃金制度を中心とする日本的雇用システムが健在であるほど組織
 コミットメントは高く、逆の場合は「企業が支援的・配慮的である」という認識が低下して組織コミットメン
トが低下することによって早期離職が増加する可能性が高まる。また、若年者のキャリア意識に関して、
汎用的知識・スキルの習得可能性が高いと認識されるほど組織コミットメントは高まるが、逆の場合は
組織コミットメントが低下し早期離職を引き起こす可能性が高まることなどが明らかにされた。最終的に
は、こうした早期離職の新たな要因やメカニズムの知見を踏まえて、早期離職の抑制に関する提言に
言及されている。 
以上の研究は、今日の若年者の早期離職に関して実証的にその要因やメカニズムを明らかにした
という学問的な意義だけでなく、日本企業は何をすべきなのかという具体的なインプリケーションを提
示したことの社会的な意義も小さくないと考えられる。したがって、博士（経営学）の学位請求論文とし
ての審査は合格である。 
